
社会生活基本調査　調査票新旧対照表

平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

【調査票A】　追加６項目、廃止５項目、変更10項目

１０歳以上の世帯員に関する事項
・近年、大学院に進学する人が増加して
おり、卒業後の働き方などにも違いが見
られるため、これまでの選択肢から分離
することとしたい。
　（学校基本調査によると、大学院の学
生数は平成11年の19万人から、平成21
年には26万人と増加している。）

廃止 ・携帯電話やパソコンなどの利用が進ん
でおり、生活時間を分析する上での分
析軸としての重要度が相対的に低下し
たこと、他調査（通信利用動向調査）で
も把握可能であること、今回調査事項を
追加するに当たり記入者負担軽減の観
点から廃止としたい。

15歳以上の世帯員に関する事項に変更 ・主に就業との関係について分析するた
め、15歳以上での集計・利用が多い。記
入者負担の軽減の観点から、対象を15
歳以上に変更したい。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

１５歳以上の世帯員に関する事項
10歳以上の世帯員に関する事項として質問 ・近年、老親の介護のため、親の近くに

移り住む世帯も多く見られることから、
介護と近居等の関係を把握するため、
「自宅外」について、更に「同じ敷地内ま
たは近くに住んでいる（徒歩で5分程
度）」と「その他」に分割して調査したい。

・無業者のうち就業希望のある人について質問

・有業者に質問

追加 ・労働時間などの生活時間の分析に資
する項目（「公的統計の整備に関する基
本的な計画」への対応）として追加。
・無業者のうち就業希望がある人の就
業希望時間を聞くことにより潜在的な労
働力を計る観点から追加。
・就業希望時間と実際の就業時間との
差と生活時間の関係分析を行うなど、
ワーク・ライフ・バランスの分析に資する
項目の拡充の観点から追加。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

・雇用形態の多様化に対応し、「契約社
員」、「嘱託」の選択肢を追加、「家族従
業者」については就業構造基本調査、
労働力調査に用語を合わせ、区分内容
が明確になるよう「自家営業の手伝い」
に変更。
　なお、平成19年就業構造基本調査に
よると、雇用者86.8％のうち、正規の職
員・従業員52％、パート13.4％、アルバ
イト6.2％、労働者派遣事業所の派遣社
員2.4％、契約社員3.4％、嘱託1.6％、そ
の他1.6％、会社などの役員6.1％と契約
社員、嘱託社員も派遣社員と同程度の
数が存在している。

・雇用されている人について質問 追加 ・労働時間などの生活時間の分析に資
する項目（「公的統計の整備に関する基
本的な計画」への対応）として追加。
・勤務形態によって生活時間の配分に
違いがあると考えられることから、ワー
ク・ライフ・バランスの分析に資する項目
の拡充の観点から追加。
・また、ＩＬＯの「労働時間の測定に関す
る決議（2008年12月）」において、計測
すべき事項として、仕事時間の長さやタ
イミングと、ある期間におけるその柔軟
性を示す「労働時間設定」の概念が新た
に導入されている。なお、労働時間の測
定におけるデータ収集方法に関して、同
決議の中で、社会生活基本調査のよう
な「生活時間調査は、実労働時間、休業
時間、並びに、労働時間設定の長さ及
びタイミングに関する高品質な統計を作
成可能である。」とされている。

廃止 ・週休2日制度の普及が進んだこと（平
成18年の結果をみると、有業者で週休2
日52％、雇用されている人で週休2日
61％となっている。また、社会・制度的
には、1983～89年第2土曜銀行窓口休
止、89年～金融機関窓口土曜休止、92
年～国家公務員に週休２日制度導入、
2000年～公立学校に週休２日制度導入
となっている。）から廃止したい。
・週休制度による生活時間の違い（週全
体）をみると、仕事は週休1日で436分、
週休2日で383分、趣味・娯楽は週休1日
で26分、週休2日で39分と違いがみられ
るが、週間就業時間別や従業上の地位
及び従業者規模別でも類似の分析が可
能と考え、今回は廃止したい。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

廃止 ・ワーク・ライフ・バランスの分析に資す
る項目の追加の観点から、連続休暇よ
りも有給休暇の取得日数の方が重要度
が高くなっており、連続休暇の取得日数
については廃止としたい。
・旅行・行楽の行動者率をみると、連続
休暇を取った人で72.2％、取らなかった
人で61.4％と差がみられるが、連続休暇
でなくても有休の取得日数との関係でも
類似の分析ができるのではないかと考
え、今回は廃止したい。

・雇用されている人について質問 追加 ・労働時間などの生活時間の分析に資
する項目（「公的統計の整備に関する基
本的な計画」への対応）として追加。
・有給休暇の取得日数と生活時間の配
分の関係の分析などワーク・ライフ・バラ
ンスの分析に資する項目の拡充の観点
から追加。
・また、有給休暇の取得日数は、旅行・
行楽などの生活行動との関係も深いと
考えられる。

追加 ・労働時間などの生活時間の分析に資
する項目（「公的統計の整備に関する基
本的な計画」への対応）として追加。
・生活時間の配分には健康状態が大き
く影響することから、ワーク・ライフ・バラ
ンスの分析に資する項目の拡充の観点
から追加。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

追加 ・労働時間などの生活時間の分析に資
する項目（「公的統計の整備に関する基
本的な計画」への対応）として追加。
・個人の「経済的自立」との関係から生
活時間をとらえるなど、ワーク・ライフ・
バランスの分析に資する項目の拡充の
観点から追加。

この1年間の生活行動に関する事項

廃止 ・インターネットの普及が進んだこと、
「通信利用動向調査」でもほぼ同様の内
容が把握できること、から廃止。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

・自己啓発や職業訓練など、就業と関連
する部分についても含まれることを明確
にするため、調査事項の名称を変更。
・近年、公的な職業訓練の民間委託等
が広がっているため、方法についての
選択肢を変更。

・地域コミュニティー活動に関する項目
の充実（「公的統計の整備に関する基
本的な計画」への対応）として、NPO、地
域コミュニティーに属して行う行動を把
握するため、加入している団体について
選択肢に明示。
・また、１日当たりの活動時間を追加
（「ボランティア労働の計測に関するILO
マニュアル（草案）」での提案事項におい
ても、１回当たりの活動時間が記載され
ている。）。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

・前回調査において、「フットサル」を
「サッカー」とせずにフリー記入欄に書い
ている例がみられたため、「サッカー
（フットサルを含む）」と明示。
・前回調査において、固定項目にマーク
をした上で、フリー記入欄に書いている
例がみられたため、フリー記入欄の設
計を変更。

・前回調査において、固定項目にマーク
をした上で、フリー記入欄に書いている
例がみられたため、フリー記入欄の設
計を変更。

生活時間に関する事項
・雇用されている者の中で「在宅勤務」
の場合は、通勤時間がないなど通常と
生活時間が異なるため、識別するため
に「在宅勤務」の選択肢を追加。
・また、現在は育児・介護休業中の場
合、有業者となり、識別ができない。休
業者かどうかは生活時間の配分に大き
く関係すると考え、ワーク・ライフ・バラン
スの分析に資する項目の拡充の観点か
ら「育児休業・子の看護休暇」及び「介
護休業・介護休暇」を追加。
・チェック項目としてのみ使用しており、
統合してもチェック上問題のない「旅行」
と「行楽」を統合。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

・生活行動における項目名を「学習・研
究」から「学習・自己啓発・訓練」に変更
したことに伴い修正。

世帯に関する事項
廃止 ・居住室数による生活時間の差はあまり

見られないことから、重要度を考慮し、
廃止。

10歳未満の人に関する事項
・少子化対策に資する基礎データを提
供する観点から、育児期の子を持つ親
の就業時間と育児の手助けの状況を把
握するため、世帯外からの育児の手助
けの有無と、だれから受けているかにつ
いての質問を追加。
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

【調査票B】　Aと共通の項目については、項目名のみ　追加６項目、廃止１項目、変更７項目

１０歳以上の世帯員に関する事項

・選択肢を追加 ５　教育 ・調査票Aと同様。

・通信利用動向調査では、これまでとら
えてきた「携帯情報端末」に該当するも
のが少なくなってきているとともに、携帯
電話の多機能化も進んでいるため、平
成21年調査から、携帯電話・PHSと携帯
情報端末（PDA）を統合している。他調
査との比較性向上の観点から、通信利
用動向調査に合わせ、選択肢を統合。
・また、調査票Ａでは廃止したが、調査
票Ｂでは国際比較の観点から、廃止し
ないこととしたい。

・対象を10歳以上から15歳以上に変更
・選択肢を追加

７　ふだん家族の介護をしていますか ・調査票Aと同様。

１５歳以上の世帯員に関する事項

・選択肢を追加 ９　勤めか自営かの別 ・調査票Aと同様。

10　勤務形態 追加
・調査票Aと同様。
・国際比較性の向上の観点から、
HETUSと対応するために追加。

11　年次有給休暇の取得日数 追加 ・調査票Aと同様。

14　希望する1週間の就業時間 追加 ・調査票Aと同様。

15　ふだんの健康状態 追加
・調査票Aと同様。
・国際比較性の向上の観点から、
HETUSと対応するために追加。

16　仕事からの1年間の収入または収益（税込み） 追加
・調査票Aと同様。
・国際比較性の向上の観点から、
HETUSと対応するために追加。

生活時間に関する事項
・選択肢を追加、統合 （１）この日は　次のいずれの日でしたか ・調査票Aと同様。

○今後の調査票Bの拡充も視野に入れ、フェイス事項については、調査票Aと共通化を図るとともに、国際比較を重視し、HETUS（欧州統一生活時間調査）への対応を行った
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平成２３年調査（案） 平成１８年調査 追加・廃止・変更理由

・同時行動の把握をより的確に行うた
め、欄の位置を変更。

世帯に関する事項
廃止 １４　居住室数 ・調査票Aと同様。

10歳未満の人に関する事項
26　ふだん世帯以外の人から育児の手助けを受けていますか 追加 ・調査票Aと同様。

・また、国際比較性の向上の観点から、
HETUSと対応するために追加。
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